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研究成果の概要（和文）： 
研究代表者は、戦前期日本ペン倶楽部の活動について、対外文化政策、また印ペン・英ペンと

の関係を中心に、研究会で調査・検討した。戦前の国際ペンクラブ・ロンドン本部資料および

各国ペン資料の複写収集を進め、その成果につき、国内外の専門家を招聘し討議を行った。そ

の結果、日本の文化政策の挫折経緯、また英印露中をつなぐ英連邦の文化的なコネクション、

特にマドラス神智学協会の再評価の必要を認めることとなった。 
 
研究成果の概要（英文）： 
MENO Yuki, as a principal investigator of the group study on the Japan Pen Club in 
prewar period and its relationship between India Pen Club conducted a survey on it from 
2010 to 2012. Based on the research results, the research group has concluded that ; 
1. The foundation of Japan Pen Club in prewar period was one of the failed international 

cultural policy by Japanese government, 
2. It is necessary to redefine the role of Theosophical Society in Madras from 1930 to 1960, 

especially its international, educational and unique part. 
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１．研究開始当初の背景 
 
 日本ペンクラブおよび国際ペンクラブに

ついては、これまでどこの国の研究者も、同

時代資料に基づく調査をしていなかった。ま

た 1990 年代頃までの日本史・英史研究の水

準では理解可能であった各国ペン史および

交流史に関する説明も、2010 年頃までの歴
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史理解では、矛盾や破綻が目立つものとなっ

ていた。特に日本史・英史研究の進展と、各

国ペンクラブによる文化交流史説明の間に

は、懸隔が広がっていた。具体的には、 
 
(1) 1931 年の満州事変、その後の国際連盟

脱退等によって、日本は国際社会から孤

立する。その後、日本は 1935 年にペン

クラブを設立し、当時の世界の中心とも

言うべきロンドンで、影響力の崩壊し始

めた国際連盟のかわりに、国際ペンクラ

ブの国際会議に出席し、鶴見祐輔・清沢

冽らが、日本の立場について演説を行う

などする。この件について、現在までの

日本ペンの説明では、「日本が、完全に

国際的に孤立してしまうと、日本から情

報が取れなくなると危惧したイギリス

の外交官筋が、在ロンドン日本大使館に

日本ペンクラブ設立を打診し、大使館と

外務省が、これを承諾した」ものとされ

ている。しかし、今世紀に入ってからの

歴史学・地域研究・外交史その他、人文

系学問全般の理解の水準では、イギリス

当局が、1931～1935 年頃の日本に対し、

文化的な宥和政策を実施し、日本がこれ

に応じて日本ペン倶楽部を設立して、海

外の国際会議の場で発言や情報発信を

継続したとの、日本ペンクラブによる事

情説明は、およそ「荒唐無稽」としか表

現しようがなくなっている（＝当時のイ

ギリスは、日本に対し、文化的宥和政策

を行う立場にはなかった）。しかも、本

件については、日本ペンクラブ側は、公

式な外交筋からの要請であるとしつつ

も、その証拠を何も提示していない。そ

のため、2010 年までには、いったいな

ぜ、誰によって、1935 年の日本にペン

クラブが設立されたのかは、誰にとって

も、理解できなくなっていた。 
 
(2) 日本ペンクラブは、1935 年に設立され

ているにも関わらず、それ以前に解散・

亡命したドイツ亡命ペンと連携し、欧州

の人民戦線運動との連帯をはかってい

た（＝戦時下の日本の知識人の、良心的

な反帝国主義や反軍国主義の象徴であ

る日本ペン関係者が、ひそかにドイツ知

識人と連携していた）という通説が、こ

れまで、日本文学研究者や政治学者のあ

いだに流通していた。これも、当時の日

本の知識人・共産主義的文学者たちの動

向・当時の亡命ドイツペンの状況から言

っても、およそ現実離れした想定であっ

た。ただ、このような仮説的通説は、い

かに現実離れしていたとしても、進歩的

文化人の自尊心を満たす傾向があるた

め、裏付け資料を何一つ持たぬまま、日

本国内で、ほぼ既定の事実として言及さ

れるのが、これまでの習慣となっていた。

しかし、2009 年までの研究代表者の調

査によって、戦前期の日本ペンクラブと

外務省に協力した記録を、日本国内で証

拠を挙げて確認できるペンクラブは、す

でに本国からの亡命を遂げていたドイ

ツペンクラブではなく、インドペンクラ

ブ・ベンガル支部だと判明した。しかし、

戦前のインドペンクラブ・ベンガル支部

と日本の接点については、詳細不明であ

り、研究史上も、日本ペンによる説明で

も、インドとの設定は、まるで説明され

ていなかった。 
 
(3) 戦前期インドペンクラブについては、 

日本ペンクラブ史の説明とも、国際ペン 
クラブ・ロンドン本部の説明とも、イン 
ドの共産主義的文学運動側の説明とも、 
その設立事情や運動史が合致していな 
かった。そもそも、インドの 1930 年代 
から 1950 年代にかけての文学運動・民 
族運動・言語政策についての考察には、 
ペンクラブを関数に入れるという視座 
や問題意識は、これまで存在しなかった。 
しかし、これまでのインドの文学運動史 
研究の枠内では、歴史的事実の説明が十 
分できないという指摘を、1990 年代半 
ばまでには、連携研究者の一部が行って 
いた。 

 
２．研究の目的 
 
本研究は、戦前期の日本ペン倶楽部の設立を、

通説の「同時代の軍国主義に反対し、欧州と

連携を保った自律的な作家団体だが、設立時

に官僚が関与したので、純然たる民間団体と

は言えなくなってしまった」が誤りであって、

「外務省・国際文化振興会・民間の作家たち

が連携して行った先駆的対外文化政策の、失

敗例」という仮説に基づいて資料収集・調

査・検討会を行うことを目的として行われた。

同時に、国際ペンクラブ・ロンドン本部や、

インドペンクラブ・ベンガル支部およびマド

ラス本部の特徴を探り、日本との接点や交流

の状況を考察することも目指した。 
 
３．研究の方法 
 
(1) 国際ペンクラブ・ロンドン本部、インド 

の NMML、東京のペンクラブ本部など 
で資料を収集する。 

(2)（１）に基づいて、資料のクロス・チェッ

ク、研究討議などを行って事実確認を

進める。 
(3)（１）（２）の成果をシンポジウム開催な

どで公表した上、論文集にして発表す



る。 
 

４．研究成果 

 
(1) 資料収集は、「国際ペンクラブ・ロンドン

本部は資料をテキサス大学オースティン

校に転売していた」「東京の日本ペンクラ

ブでは、戦前の資料は何も残っていない

と説明され、資料を得ることはできなか

った」「インドの NMLM にはめぼしい資

料所蔵がなかった」等の事情があったた

め、主な資料収集先はテキサス大学、

British library、ドイツペンクラブ資料

などに変更になった。ただし、当初予想

をはるかに超える分量の資料が収集され

た上、日本国内の研究者の協力だけでは、

この資料の分析には不十分だと判明した。

ここまでが、2010 年から 2011 年の資料

収集成果である。 
 

(2) （１）に基づいて、2011 年から 2012 年

前半まで、資料のクロス・チェック、研

究討議などを綿密に行った結果、日本国

内の研究者だけでは史料の分析ができな

いと分かった。そのため、海外の研究者

との連携を図り、研究相談や打合せを重

ねた。その結果、2012 年前半までに、「こ

の調査にきちんと成果を出そうとするな

ら、少なくとも 2015 年までは、海外の

研究者と連携して、研究会を継続しない

といけない」とわかった。ここまでが、

2012 年前半までの研究討議成果である。 
 
(3) （１）（２）の成果を受け、2012 年 8 月

にデリーで、2012 年 11 月に東京で、研

究会およびシンポジウムを開催した。こ

こで、戦前期日本ペン倶楽部は、反戦的

で欧州派の日本の知識人の、良心的な抵

抗団体などではなく、逆に、外務省・国

際文化振興会・作家団体が連携し、中国

と交戦している当時の日本の現状を、文

化的に正当化し、国際世論に許容される

ための国策的文化政策団体として設立さ

れたという事情について、当時の資料に

基づいて論じられた。このことによって、

研究目的であった仮説的見解が正しかっ

たと立証でき、さらに、この国策的文化

政策が、「皇紀 2600 年記念事業」の一環

であったため、戦後、関係者がこぞって

事実を隠ぺいしたことも新たにわかった。

そのため、前述のような、およそ荒唐無

稽な戦前期日本ペン倶楽部設立事情が語

られ始めることとなったのである。こう

した研究成果を論集として刊行する計画

も立案した。これについては、実現は

2015 年以降のこととなる。 

 

(4) 当初の研究計画になかった研究成果とし

て、インドペンクラブ・マドラス本部資

料収集の過程で判明した、同本部の母体

たるマドラス神智学協会の、国際的な影

響力・国際ペンクラブ全体に対して果た

した大きな役割・インド文学運動史にお

ける巨大な地位などがある。本件につい

ては、日本国内に、この新資料に適切な

解釈を施せる研究者がほぼおらず、コロ

ンビア大学から専門の研究者を招聘して

研究討議を行うなどの対応をした。ただ

し、本件については、まだ十分な理解が

できた状態とはいえない。ただ、本件に

ついては、海外の国際共同研究チームと

連携しながら今後の研究を探ることにな

る等、現在、研究状況は発展的な展開を

見せている。 
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